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研究成果の概要（和文）：協力ゲーム分析の中心概念である提携について、多様な制約下での提

携契約のあり方を比較検討し、これが非協力ゲームとのギャップを埋める上で重要であること

を、理論を中心に実験や現実的な観察も交えて例証した。とくに、配分や行動についての提携

機能の制限やその有効期間、不完備情報、動学的問題が影響することを一連の研究によって確

認した。 

 
 
研究成果の概要（英文）：We consider coalitions as the key concept in the cooperative game 

theory, and compare the patterns of coaitional contracts under several constraints. Based 

chieifly on theoretical analysis but augmented by experimental and case studies, we 

confirmed that this is one factor necessary to fill the gap between cooperative and 

non-cooperative analysis. Especially, we verified through several analyses that 

constraints on reallocation and coordination of actions as well as effective duration 

of such agreement and incometeness of information and other dynamic issues matter. 
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１．研究開始当初の背景 
 

提携形成分析が、モデルの単純化によって、

分析と応用が高まる契機となり、他方では、

国際環境協定などからその改善を目指すと

いう現実からの要請も高まった時期であっ

た。また、非協力ゲーム理論の深化に伴って、

協力ゲーム分析の再検討を、ナッシュプログ
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ラムと呼ばれる二つの分析手法を結ぶ研究

課題や不完備情報下での協力ゲーム的概念

の分析や再検討を行う機運も高まっていた。 

 

 

２．研究の目的 
 
協力ゲーム理論の基本概念を提携であると

とらえ、実験研究や国際環境交渉などの現実

のフィードバックを基軸として、提携形成理

論の構成要因を再検討し、多様な提携関係の

表れとしての提携契約を同時に分析できる

ような体系の作成を目指しながら、契約のタ

イミング、利得移転の範囲、不完備情報、行

動経済学的要因などの諸要素から分析を試

みる。 

 
 
３．研究の方法 
 
非協力ゲームと協力ゲームを結びつける研

究枠組みとしてのナッシュプログラムをは

じめとした理論的手法が中心となる。 

これに加えて、政党政治で観察される現象、

企業間の提携や契約形態、国際環境協定にか

かわる交渉とそれに関する研究など、提携形

成と不完備契約の現実から得られる洞察を

利用するための資料の実証、聞き取り、また

それに基づいたシミュレーションを利用し、

他方では投票問題や公共財供給問題を題材

にとった実験といった手法も用いる。加えて、

海外の研究者との情報交換も重要かつ有効

である。 

 
 
４．研究成果 
 

（１）交渉ゲームに基づいた提携形成を分析

し、プロトコルに依存するが提携形成インセ

ンティブがありうること、内部提携構造の形

成も生じうること、ただし、代理効果につい

ての分析上の困難があること、また、順序独

立均衡の考え方だけでは内部提携構造の得

失の解明には限界があることが確認された。

この研究では、弱い交渉者の相対的価値が高

く認められることを、一つの特徴として追及

してきたが、これについては、いろいろなモ

デルの細部のパーツを変更しても成り立つ

こと、しかし、その限界や、より強い交渉者

と組むか、その逆化などの具体的なパートナ

ーのタイプについては、ルール依存で変化す

ることなどが確認された。とくに、明確な結

果を示すためには、より協力ゲーム的な手法

を多く取り入れる方が効果的であるという

指針が得られる結果となった。他方、戦略ゲ

ーム分析では、これをもとに、よりプロトコ

ルを改善した下での、事実上ではなく、より

明示的な委任に基づく共同交渉の分析とい

う新たな研究指針が明確になった。この研究

は ISDG学会（学会発表①）他で発表してお

り、一部の仮定の整合性を解消する研究を、

後続のより現実に基づく研究計画等におい

て継続することになった。 

また、これらの分析の基礎となる理論的準備

として、交渉での実質上の委任効果の出現を、

固定した提案順序の下で確認する理論的準

備作業を行った。この結果は、図書①におい

て公表されている。岡田も、ランダムな提案

者選択プロトコルのもとでの逐次交渉ゲー

ムモデルによる提携形成理論を集大成する

体系化を行っている（論文①ならびに学会発

表②）。 

 

 

（２）提携形成に先だって交渉力獲得競争を

レントシーキングゲームによって行うとい

うモデルの分析を行い、3人単運多数決ゲー

ムという状況においては、対称均衡は、純粋

戦略の範囲では存在しないが、事前の対称性

があっても、事後には交渉力が非対称性をも

たらすという純戦略均衡の可能性があるこ

とを示した。これと並行して、動学的交渉ゲ

ームがもたらす結果が、既知の解の中間的な

結果をもたらすことに基づいた、その解の公

理化などの理論研究にも成果があった。これ

らの研究成果については、学会発表（④）の

ほか、現在ワーキングペーパーなどの形で公

表中である。 

 

 

（３）提携の諸側面として、情報の非対称性

がもたらす提携契約の制約については、岡田

の研究（ワーキングペーパー）において、こ

れまでの非対称情報下のコアの定義の拡張

を用いて、それを提携形成に裏打ちされた、

岡田がこれまでに行ってきたナッシュコア

の分析を結びつけるという成果を挙げてい

る。この成果については、現在ワーキングペ

ーパーによって公表している。 

また、堀は、投資保護の側面から、非対称情

報と非効率性の関係を分析し、不完全な協力

をもたらす要因を解明している（論文④）。

この研究の延長線として、動学分析の枠組み

の中での同じ効果の分析が進められており、

提携の基礎分析を構成する要素としての動

学分析との融合がさらに期待できる見通し



となっている。 

 

 

（４）投票にともなう提携形成での実験研究

において、既存の解である仁との相似性を観

察した。ただし、この関係は、頑健なもので

はないとの追加実験結果も見られている。さ

らにこの実験のシリーズでは、学習を必要と

する複合状況での投票実験が行われ、その中

で限定合理性の効果について調べた。けっか

として 、たとえば、2つの役割を果たさな

ければならない状況で、最小勝利提携が組ま

れ、ボーダカウントによる順序に比例する生

起確率となるという命題が、一定の条件下で

しか確認できないなどという新たな知見を

得ている。これについては、渡邊（学会報告

②）に収められている。 

 

 

（５）応用面では、国際環境協定の交渉にお

ける協力可能性について検討を重ね、途上国

の交渉力と利益について、これまでの立場と、

今後の枠組みについて評価を試みた。とくに、

京都議定書の中での、排出にかかわる割り当

て量の分析にのみ焦点があてられてきてい

るが、同じく議定書に盛り込まれたいわゆる

経済メカニズムの果たす役割を含めた場合

に、参加者の得失の計算が変わりうることと、

その国際環境政策上の意義について、様々な

角度から分析を試みている。これらの成果は

論文②、③、ならびに図書②にもおさめられ

ている。 

また、技術提携にかかわる応用では、渡邊に

よる、特許に関する提携形成での、初期発明

者の価値についての研究を、論文⑤において

公表している。 

 

 

（６）（１）の結果を受けて、提携契約前と

後の関係を変えながら、契約に制限を加える

可能性について、提携による代表効果を検討

する意義が見出され、このような視点に立っ

た分析の継続のための準備を行った。とくに、

委任効果を明示的に取り入れるために、選好

研究が示した、あまりに多様な可能性を限定

する工夫が必要であり、そのいくつかの試行

を行っており、前述の弱い交渉者が、別の弱

い交渉者と結託する可能性が高いことがこ

の研究では観察されることが導かれた。これ

を、さらに、他の効用関数等に適用する可能

性が示唆されている。 

 

 

（７） 提携の基礎となる協力を担保するメ
カニズムについては、提携形成モデルの繰り
返しゲームとの融合により、囚人のディレン
マにおいて、再交渉の可能性のもとで、繰り
返し再交渉によって効率的な結果が得られ
ることを示した。この結果は、論文⑥によっ
て公表されている。 
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